様式7号
指導員（予定）名簿
                                                 　　　提出日　　　　　　　　　　　
                                                       記入者　　　　　　　　　　　
受託希望者名　　　　　　　　　　
訓練科名　　　　科
定　　員　　　　名
（注１）雇用関係を証明する写しを添付すること。ただし、提出日以降の新規雇用締結契約、雇用解除等の変更は認めない。⑤⑥
③

	氏　　　名①

	年齢
	主副②

	勤 務形 態
	担当科目
	指導員の経歴等
	資格・免許等
及び交付番号

	指導員要件
	
	
	
	
	
	

	

	
	主


副

	常　勤


非常勤

	④

	[bookmark: _GoBack]指導経験年数　　年・実務経験年数　　年
	

	・職業訓練指導員
・能開法30条の2第2項に該当
・実務経験５年以上
・その他


	
	
	
	
	
	

	

	
	主


副

	常　勤


非常勤

	
	指導経験年数　　年・実務経験年数　　年
	

	・職業訓練指導員
・能開法30条の2第2項に該当
・実務経験５年以上
・その他


	
	
	
	
	
	

	

	
	主


副

	常　勤


非常勤

	
	指導経験年数　　年・実務経験年数　　年
	

	・職業訓練指導員
・能開法30条の2第2項に該当
・実務経験５年以上
・その他


	
	
	
	
	
	


（注２）
①指導員要件のいずれかに○印をつけてください。（能開法第３０条の２第２項関係等は、裏面の説明をご覧ください。）
　②指導員の主・副任について、勤務形態（この場合、常勤とはフルタイム・パートタイムに限らず１年以上の連続した雇用状態をいいます。）について該当するほうに○印をつけてください。
　③担当科目には、指導員が担当する科目名を記入してください。
　④指導員の経歴には、指導員としての実績履歴（指導経験年数）、指導員に関する職務履歴及び（実務経験年数）を記入してください。
  ⑤資格・免許は職業訓練指導員免許、高校教員免許、及び担当科に関わる免許・資格等を記入してください。
⑥資格・免許については資格免許交付番号記載のものの写しを添付してください。
⑦職業能力開発促進法30条の２の第２項の該当者等についてはそのことを証明する文書を添付してください。


職業能力開発促進法 第30条の２
（職業訓練指導員資格の特例）
第30条の２  準則訓練のうち高度職業訓練（短期間の訓練課程で厚生労働省令で定めるものを除く。）における職業訓練指導員は、当該訓練に係る教科につき、第28条第３項各号に掲げる者と同等以上の能力を有する者のうち、相当程度の知識又は技能を有する者として厚生労働省令で定める者（同条第５項各号のいずれかに該当する者を除く。）でなければならない。
２  第28条第１項に規定する職業訓練における職業訓練指導員については、当該職業訓練指導員が当該職業訓練に係る教科につき同条第３項各号に掲げる者と同等以上の能力を有する者として厚生労働省令で定める者（同条第５項各号のいずれかに該当する者を除く。）に該当するときは、当該教科に関しては、同条第１項の規定にかかわらず、職業訓練指導員免許を受けた者であることを要しない。


職業能力開発促進法施行規則
（職業訓練指導員免許を受けることができる者と同等以上の能力を有すると認められる者）
第四十八条の三  法第三十条の二第二項の厚生労働省令で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者（職業訓練指導員免許を受けた者及び職業訓練指導員試験において学科試験のうち指導方法に合格した者以外の者にあっては、第三十九条第一号の厚生労働大臣が指定する講習を修了した者に限る。）とする。
一　法第二十八条第一項 に規定する職業訓練に係る教科（以下この条において単に「教科」という。）に関し、応用課程の高度職業訓練を修了した者で、その後一年以上の実務の経験を有するもの
二　教科に関し、専門課程の高度職業訓練を修了した者で、その後三年以上の実務の経験を有するもの
三　教科に関し、学校教育法 による大学を卒業した者で、その後四年以上の実務の経験を有するもの
四　教科に関し、学校教育法 による短期大学又は高等専門学校を卒業した者で、その後五年以上の実務の経験を有するも　　　
　の
五　教科に関し、第四十六条の規定による職業訓練指導員試験の免除を受けることができる者
六　前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者として厚生労働大臣が定める者


第三十九条 　法第二十八条第四項 の規定に基づき厚生労働省令で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
一 　免許職種に関し、第六十一条に規定する一級の技能検定又は法第四十四条第一項 ただし書に規定する等級に区分しないで行う技能検定（以下「単一等級の技能検定」という。）に合格した者で、厚生労働大臣が指定する講習を修了したもの
二 　免許職種に関する学科を修めた者で、工業、工業実習、農業、農業実習、水産、水産実習、商業、商業実習、家庭又は家庭実習の教科についての高等学校の教員の普通免許状（教育職員免許法 （昭和二十四年法律第百四十七号）第四条第一項 に定める普通免許状をいう。）を有するもの
三 　免許職種に関し、廃止前の職業訓練法（昭和三十三年法律第百三十三号。以下「旧法」という。）第七条第二項の職業訓練大学校における職業訓練指導員の訓練で、長期訓練又は短期訓練の課程を修了した者
四 　旧法第二十四条第一項 の職業訓練指導員試験に合格した者


